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１ 　本稿の対象
　前稿では，法人税が初めて所得税から分離した1965年財政法における法
人税（以下「1965年法」という。）とその後の1970年制定の所得・法人税法（以
下「1970年法」という。）までを対象としたが，紙幅の関係から1965年財政
法による法人税導入の背景まで言及することができなかった。本稿では，
最初に，英国が所得税法として適用していた法人課税を法人税として分離
したのかについて検討する。
　次に，1970年代の法人税制では，1972年財政法によりインピュテーショ
ン制度が導入されて，法人からの配当に対する二重課税の調整が行われた。
さらに，同年代には，譲渡収益税法（Capital Gains Tax Act 1979）が新た
に制定されているが，本稿ではその内容よりも導入の趣旨に力点を置いて
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検討する。
　最後に，1935年のウエストミンスター事案貴族院判決から1981年のラム
ゼイ社事案貴族院判決とそれ以降のラムゼイ原則（The Ramsay Principle）
の動向とこのような租税回避に対する税法上の対応策を検討する。
２ 　1970年代から1980年代における財政法等の動向
　1971年以降1989年までの財政法等の立法は次のとおりである。
　①　Finance Act 1971 c.68
　②　Finance Act 1972 c.41（付加価値税の創設 : 第 １ 条から第51条）
　③　Finance Act 1973 c.51
　④　Finance Act 1974 c.30
　⑤　Finance Act 1975 c.7
　⑥　Finance（No.2） Act 1975 c.45
　⑦　Finance Act 1976 c.40
　⑧　Finance Act 1977 c.36
　⑨　Finance （Income Tax Reliefs）Act 1977 c.53
　⑩　Finance Act 1978 c.42
　⑪　Finance Act 1979 c.25
　⑫　Finance （No.2）Act 1979 c.47
　⑬　Finance Act 1980 c.48
　⑭　Finance Act 1981 c.35
　⑮　Finance Act 1982 c.39
　⑯　Finance Act 1983 c.28
　⑰　Finance （No.2）Act 1983 c.49
　⑱　Finance Act 1984 c.43
　⑲　Finance Act 1985 c.54
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　⑳　Finance Act 1986 c.41
　㉑　Finance Act 1987 c.16
　㉒ 　Finance （No.2）Act 1987 c.51
　㉓　Finance Act 1988 c.39
　㉔　Income and Corporation Taxes Act 1988 c.1
　㉕　Finance Act 1989 c.26
３ 　1965年法の背景
⑴　第 ２ 次世界大戦後の英国経済
　第 ２ 次世界大戦後の英国経済の状況を端的に表すと，キーワードは，福
祉，国有化政策，英国病である。
　1945年 ７ 月26日に成立したアトリー内閣（労働党）以降，1979年 ５ 月 ４
日に成立したサッチャー内閣まで1）を対象とする。
　第 １ の福祉は，第 ２ 次大戦終了後に始まったわけではない。第 ２ 次大戦
中の1941年に，ウィリアム・ベヴァリッジが社会保障制度拡充のために作
成したベヴァリッジ報告書（Beveridge Report）に基づいて，アトリー内閣（労
働党）による国民の医療費を原則無料とする国民保健サービス法（National 
Health Service Act of 1946）が制定され，1911年にアスキス内閣（自由党）
１）　アトリー内閣からサッチャー内閣までの歴代内閣は次のとおりである。
　①　アトリー内閣（1945年 ７ 月26日～1951年10月26日 : 労働党）
　②　チャーチル内閣（1951年10月26日～1955年 ４ 月 ７ 日 : 保守党）
　③　イーデン内閣（1955年 ４ 月 ７ 日～1957年 １ 月10日 : 保守党）
　④　マクミラン内閣（1957年 １ 月10日～1963年10月19日 : 保守党）
　⑤　ヒューム内閣（1963年10月19日～1964年10月16日 : 保守党）
　⑥　ウィルソン内閣（1964年10月16日～1970年 ６ 月19日 : 労働党）
　⑦　ヒース内閣（1970年 ６ 月19日～1974年 ３ 月 ４ 日 : 保守党）
　⑧　ウィルソン内閣（1974年 ３ 月 ４ 日～1976年 ４ 月 ５ 日 : 労働党）
　⑨　キャラハン内閣（1976年 ４ 月 ５ 日～1979年 ５ 月 ４ 日 : 労働党）
　⑩　サッチャー内閣（1979年 ５ 月 ４ 日～1990年11月28日 : 保守党）
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においてロイドジョージ蔵相の提案により成立した健康保険及び失業保険
等の社会保障制度（国民保険法）が1946年に改正されてその範囲が拡充した。
さらに1948年には，従前からある救貧法（Poor Laws）が廃止されて生活困
窮者を救済する国民救済法が成立した。このような法的整備により，英国
の社会保障は，「ゆりかごから墓場まで」と称されるようになった。
⑵　国有化政策
　産業の国有化は，アトリー内閣の時期（1945年 ７ 月～1951年10月）に行わ
れたものとして，イングランド銀行（1946年 ２ 月），炭鉱（1946年 ７ 月），民
間航空（1946年 ８ 月），海外通信（1946年11月），運輸（1947年 ８ 月），電力（1947
年 ８ 月），ガス（1948年 ７ 月），鉄鋼（1949年11月）等がある2）。
　この国有化政策は紆余曲折を経ながら1980年代のサッチャー内閣による
改革まで継続することになるが，この間，手厚い社会保障等による勤労意
欲の低下，労使紛争の多発，英国経済力の低下等を総称して英国病といわ
れたのである。
⑶　ポンド切り下げ
　第 ２ 次世界大戦後の英国における平価切り下げは，1949年と1967年に行
われている。これは，世界の基軸通貨であったスターリングポンドが，米
国ドルにその地位を奪われる歴史でもある。1960年代の英国は，貿易収支
が悪化して赤字が発生し，貿易外収支の黒字も縮小して，各年程度である
が，経常収支が赤字となった3）。このことは英国経済の国際競争力の低下
と見ることができる。
２）　中村太和「産業国有化政策論 : イギリス公共事業体を中心として」『北海
道大学経済学研究』24（3），1974年 ９ 月　147-148頁。
３）　代田純『現代イギリス財政論』勁草書房　1999年　129頁。
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⑷　第 ２ 次世界大戦後の税収動向
　第 ２ 次世界大戦後の英国における財政収支は，政府経費の増加にかかわ
らず税収が支出を上回っていた4）。
　所得税標準税率は，労働党内閣による軍備拡張のために1951年に47.5%
まで引き上げられ，1953年のチャーチル内閣ではさらに引き下げられ，
1960年には，38.75%まで引き下げられている。この間の所得税標準税率は，
次のとおりである。
1951-1953年 47.5%
1953-1955年 45.0%
1955-1959年 42.5%
1959-1965年 38.75%
　1960年代の財政収支は，黒字基調である。その原因としては，第 ２ 次世
界大戦中に制定した給与等に係る源泉徴収の規定が整備されたことと，高
所得者優遇とされたキャピタルゲイン非課税をやめて，キャピタルゲイン
税を導入したという分析がある5）。しかし，1960年代において，国家によ
る借入，国債残高，地方債及び公社債等の公債残高のいずれもが年々増加
して財政悪化の方向であった6）。
　1965年に法人税導入後の所得税収と法人税収は次のとおりである7）。
  （単位：100万ポンド）　　　　
所得税 法人税
1965年 3,678 なし
1966年 3,246 1,033
1967年 3,286 1,221
４）　同上　109頁。
５）　同上　108頁。
６）　同上。
７）　同上。
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　1965年法の所得税からの分離は，前記の表によれば，分離することによ
り法人の税負担を軽減したにもかかわらず8），1966年以降税収は増加した
ことになっている。
⑸　1965年法の評価
　1965年法制定当時のキャラハン（Callaghan）大蔵大臣は9），法人税の創
設が1965年財政法に税制改正における中心であると述べている10）。
　フィナンシャル・タイムズの1965年 ７ 月 ３ 日の特集記事11）では，法人
利益に対する法人税の課税と，法人からの配当に対するシェジュール F
の課税により分離されたことが強調されている。この見解を是とするので
あれば，1972年財政法により導入されたインピュテーション制度は，法人
税率の引き上げ（40% から52% に改正）に伴う配当に係る二重課税の緩和措
置といえるが，1965年法により分離された法人税を1972年財政法により部
分的に所得税と融合したともいえるのである。
⑹　キャピタルゲイン税の創設とグループリリーフ制度
　キャピタルゲイン税（Capital gains tax）は，1965年財政法の第19条から
第45条までに規定されている。法人については，同法の規定に従って計算
された課税対象の利得に対して法人税率が適用されることになっている。
８）　1965年改正前の法人課税は，所得税の標準税率が41.25% と事業利益税15%
の計56.25% であったが，法人税は単一税率の40% となった。なお，この税
率は，1973年に52% に改正され，同時に中小企業に対する軽減税率（42%）
が導入されている。
９）　ジャームス・キャラハン蔵相（James Callaghan：1964年10月16日～1967
年11月30日の期間在任）は，注 １ ）にあるように，1976年 ４ 月より首相になっ
ている。
10）　Financial Times， April 7，1965.
11）　この記事の見出しは，「The New Taxes-10， The Corporation Tax」である。
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なお，法人を除く者に対して所得税とは別にこの税が課されるのであるが，
創設時の税率は30% であった。
　英国所得税は，伝統的に循環性或いは反復性のある所得を課税する所得
源泉説を基本としていたことから，一時的な所得であるキャピタルゲイン
に課税する純資産増加説ではない12）。そのため，英国では所得税創設以来，
資産の譲渡利得であるキャピタルゲインについての課税が見送られてきた
という経緯がある。その結果，法人は株主段階で課税となる配当を行わず，
利益を法人内に留保することで株式の価値を上昇させて，非課税で 
あった株式のキャピタルゲインに所得を転化して租税回避を図ったのであ
る13）。
　また，グループリリーフ制度（Group relief）が規定されたのは，1967年
財政法シェジュール10であった。この税制は，1970年所得税・法人税
法14）において税法の本文（同法第272条以降）に規定されたのである。この
グループリリーフ制度は，英国独特の企業集団税制といえるものであるが，
この制度自体，グループ内においてグループ法人間における損失の付け替
えにより，税負担の軽減を図ることができるものであることから，法人税
率の改正することなく，減税と同様の効果を持つ制度といえる。このよう
な制度が可能になった背景としては，法人を所得税から切り離した効果と
いえよう。
４ 　インピュテーション制度導入前の配当課税
　法人からの配当については，この時期，次の順序により課税が行われて
いた。
12）　小松芳明『各国の租税制度　全訂版』財経詳報社　1976年　10-11頁。
13）　Income and Corporation Taxes Act 1970 c.10.
14）　代田純　前掲書　122頁。
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　① 　配当支払法人は，原則として，支払配当から源泉徴収する義務があ
るが，選択により源泉徴収をしない場合もある。
　② 　配当を受け取った個人株主は，源泉徴収前の配当金額を所得とする。
源泉徴収をしなかった場合は，株主の配当所得は，税額をグロスアッ
プして所得を計算する15）。
　③ 　配当を受け取った株主は，源泉徴収された税の還付（repayment）
を請求する権利がある。この請求の期限は， ３ 課税年度ということに
なる16）。
　英国の内国法人が他の内国法人からの受取配当については，課税済み所
得として受取法人側で課税をしない措置が講じられていたが，配当所得に
係る法人と個人株主の間の二重課税については，法人の課税と個人の課税
を調整しない，いわゆる古典的方法といわれるものであった17）。
5　インピュテーション制度
⑴　インピュテーション制度の概要
　インピュテーション制度は，配当について課される法人税と所得税を調
整するための方式の １ つである。この制度は，主として，ヨーロッパ諸国
を中心に採用されてきた。具体的な計算は，法人の納付した法人税の全部
又は一部を株主の所得税の前払いとみなして株主の所得税の計算上この法
15）　例えば，支払配当が ５ ポンドであるとして，税率25% により源泉徴収をす
ると，税引後の金額は ３ ポンド15シリングとなる（ １ ポンド =20シリング
=240ペンスで計算）。また， ５ ポンドをグロスアップすると， ５ ポンドは税
引後の支払配当の75% に相当することから，支払配当額は ６ ポンド13シリン
グ ４ ペンスとなる。
16）　この根拠となる規定は，1860年制定の所得税法（Income Tax Act，
1860，s. 10.）である。
17）　1965年財政法第53条以下に規定がある。
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人税を前払相当額として配当受領者に帰属（impute）させる方式である。
この方式は，見方を変えれば，法人からの受取配当について法人税という
形で所得の税の一部が源泉徴収されたと同様に考えればよいのである。
　インピュテーション制度は，フランスが1965年から ２ 分の １ インピュ
テーション制度を導入している18）。英国では1972年の財政法19）によりこ
の制度が導入され，1973年 ４ 月から適用されている。ドイツは1977年から
配当軽課方式と共に採用している。
　英国のインピュテーション制度は，1999年 ４ 月 ６ 日で廃止されている。
ドイツは，税制の簡素化を理由として，2001年税制改正においてインピュ
テーション制度を廃止した。フランスは，2007年に同制度を廃止している。
欧州以外における配当に係る二重課税の排除に対する試みとしては，カナ
ダのカーター・レポート20），また，インピュテーション制度に類似した制
18）　フランスでは，2007年まで同制度が継続した。フランスの ２ 分の １ インピュ
テーションとは，フランス居住者がフランス居住法人から配当を受領した場
合，配当金額の ２ 分の １ をタックス・クレジット（avoir fiscal）として所得
に加算するとともに，同額の国庫への請求権が与えられた（小沢進「フラン
ス法人からの受取配当の課税関係」『税務事例』Vol. 19 No. 2 1987年 ２ 月 :
執筆　矢内一好）。
19）　Finance Act 1972，Part V.
20）　1966年のカナダ王室税制委員会報告書（カーターレポート）は，法人税納
付後の法人所得の全額をその持分に応じて株主に分割して個人所得税を課税
し，個人所得税課税において既に納付済みの法人税を所得税から税額控除を
する方式を提案した。この報告書が提案された当時のカナダの税制では，法
人税における受取配当の益金不算入制度，個人所得税における配当控除（受
取配当の20% を税額控除）が認められていたが，有価証券の譲渡益課税がな
かったこと，法人が所得を留保するためにカナダの資本市場が発展しないこ
と等の状況があった。このような状況下において上記の報告書による提案
が行われた（Cf. Bittker， Boris I.， “Income Tax Reform in Canada : The 
Report of the Royal Commission on Taxation” The University of Chicago 
Law Review， Vol. 35，1967-1968）。
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度として誤解を受けるものとしては，シンガポールの源泉控除がある21）。
なお，日本においても，この制度導入を模索した時期があった22）。
⑵　英国インピュテーション制度の計算
　1972年財政法により導入されたインピュテーション制度は，1973年 ４ 月
から施行された。この英国のインピュテーション制度の導入は，英国国内
法ばかりではなく，日本居住者が英国から配当を受領した場合について，
当時の日英租税条約にも影響を与えている23）。
21）　シンガポールの源泉控除は，1960年代の英国において採用されていたもの
である。シンガポールでは，法人税の賦課決定前に配当決議が行われること
から，税引前利益が配当原資になる。シンガポール居住法人は，配当を支払
う際に，法人税相当額を控除する。これは，法人税相当額を確保するための
もので，所得税の源泉徴収と錯覚しやすい制度であるが，別のものである。
また，この制度は，インピュテーション制度とは異なるものである。このシ
ンガポールの源泉控除制度は，2003年 １ 月 １ 日以降経過規定適用のものを除
き廃止され，配当は株主段階で免税となっている。
22）　『週間税務通信』（昭和55年 ５ 月19日）の記事によれば，この当時，政府税
制調査会の企業課税小委員会において，受取配当の益金不算入制度が一部企
業の優遇税制と批判されていることを受けて，昭和56年税制改正までに企業
の配当に対する二重課税の調整措置について一定の方向性を出すために欧米
の配当課税の視察が行われている。この記事によれば，改正の方向は，フラ
ンス型インピュテーション制度（ ２ 分の １ グロスアップ方式）又は支払配当
損金算入方式のいずれかであると報じられている。
　　そして，その結果，昭和56年度税制改正では，インピュテーション制度導
入に問題があるという結論が示されている（国税庁『昭和56年改正税法のす
べて』71頁）。
　　すなわち，個人株主は自己の保有する株式の配当率について受取配当に法
人税率を加算した金額で判断する考え方が十分に行われていない状況にあ
る。また，配当を受け取る個人の段階で税額控除を行うインピュテーション
制度が配当所得者に対する優遇措置ではないことについて広く社会一般に理
解されるに至っていないこと等を理由として，制度改正の利点よりも難点の
ほうが大きくなるという判断により導入を見送っている。
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　この制度では，配当支払法人と配当を受領する個人株主においてそれぞ
れの処理が必要となる。理論的には，法人は，配当を支払う際に，株主の
所得税の前払いに相当する額である予納法人税（advance corporation tax）
を納付しなければならない。これは，従来の法人税額が本来の法人税納付
額と予納法人税に区分されたことになる。
　予納法人税は，配当額に標準税率÷（ １ - 標準税率）を乗じた金額であ
る24）。この場合，標準税率を30% とすると，支払配当× ３ / ７ が予納法人
税の額となる。この計算の意味は，標準税率適用の個人について，支払配
当に含まれる法人段階における前払い分を算定する式である。例えば，支
払配当の額を60とする（法人の課税所得100に対して法人税率40として，税引き
所得全額を配当したとする。）。予納法人税は，60× ３ / ７ = 25.7 である。この
金額は，60の受取配当について，すでに 25.7 を法人税として前払いして
いることを意味している。
　上記の例で個人株主の課税を説明すると，受取配当は60であるが，法人
税として前払いしている分が 25.7 あることから，考え方としては，25.7を
源泉徴収されたと同様に考えれば，60 + 25.7 が課税標準となり，課税標
23）　英国インピュテーション制度の計算及び租税条約における適用は，小沢進
「英国居住者である法人からの受取配当の課税関係」（『税務事例』Vol. 19 
No.1  1987年 １ 月：執筆　矢内一好）参照。日英租税条約は，昭和55年（1980
年）に改正され，英国居住者にのみ適用が認められるインピュテーション制
度について，同租税条約により英国非居住者である日本居住者が英国から受
け取る配当についてタックス・クレジットが認められていたのである。
24）　標準税率（standard rate）とは，所得税の通常の税率であり，個人の所
得課税は，標準税率により課税に付加税（sur-tax）の課税が併合されたも
のである。多くの納税義務者は，標準税率の課税で課税関係が終了する場合
が多く，納税義務者の95% が標準税率の適用者である（Wiseman， Jack「イ
ギリスの税制改正改革」『租税研究』445　 ９ 頁）。また，1965年前の法人課
税では，法人所得に対して標準税率による課税に，事業利益税を加えて課税
をしていたのである。
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準に所得税率を乗じて算出した算出税額から 25.7 を税額控除することに
なる25）。
　この方式は，前出のカナダのカーター・レポートに示された方式のよう
に，配当に係る二重課税を完全に排除するものではないが，同制度改正前
よりも配当に係る二重課税が除去されて，株主の手取り金額が増加してい
ることになる。したがって，国内投資家を増やすという政策としては有力
な方法といえるが，現在，英国，フランス，ドイツがいずれもこの制度を
廃止していることから，配当所得の納税申告等の増加と制度が複雑である
という難点が利点を上回ったということであろう。
⑶　付加価値税の導入との関連
　英国は，1973年 １ 月 １ 日に EEC（欧州経済共同体：European Economic 
Community）に加入したことが主たる原因として，付加価値税（Value 
Added Tax）を1972年財政法により創設し，1973年 ４ 月 １ 日より適用を始
めた26）。付加価値税の税収は，導入した翌年の1974年以降，法人税収を上
回り，1978年には，税収に占める割合は約11% であり，法人税の約 ９ %
を上回っている27）。インピュテーション制度の導入は，付加価値税の増収
を当て込んだものかという疑問があったが，当時の報道28）にはこのよう
25）　説明を算式として表示すると次のとおりである。
　　　　　　　（配当支払法人）　　　　　　　　　（個人株主）　　　　
　　　法人利益  100  配当所得  60
　　　法人税  　△40  タックスクレジット  　25.7
　　　支払配当  60    85.7
        所得税（30%）  25.7
        税額控除　　　  25.7
        納付税額　　　  0
26）　Butterworths UK Tax Guide 1990-91， p. 1452.
27）　代田純　前掲書　136頁。
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な記事は見当たらない。
6　1970年代から1980年代の法人税率の変遷
　1974年財政法の第 ２ 款第 ９ 条及び第10条に法人税率の改正が規定されて
おり，法人税の基本税率が40% から52% に引き上げられ，中小企業に対
する軽減税率として42% が定められた。以後，法人税の基本税率は，1973
年から1982年の間52% のままである。この期間の内閣としては，保守党
のヒース，労働党のウィルソン，キャラハン，そして，保守党のサッチャー
と続くのであるが，1979年に内閣を組閣したサッチャー政権も，1983年に
50%，1984年に45%，1985年に40%，そして1986年以降1989年までは35%
となるのである。
7　英国における租税回避事案の判例と租税回避対策の法令
⑴　概　　　要
　1970年代は，現在における過度のタックスシェルターとでもいうべき租
税回避のプロモーターが暗躍した時期といわれている29）。このような状況
を作り出した一因といわれているのが，1935年ウエストミンスター事案貴
族院判決といわれている30）。同事案の内容は後述するが，同判決により確
28）　The Times（Implications of tax reform）， April 24，1972.
29）　渡辺徹也「英国判例における実質課税原則の変遷」『税法学』503号　1992
年11月　13-14頁。
30）　Duke of Westminster v. Commissioners of Inland Revenue ，19 TC 490
（1935）. 当時の英国の裁判制度は，下級審から高等法院（High Court of 
Justice），控訴審が控訴院（Court of Appeal），最高裁が貴族院（House of 
Lords）であり，2009年10月に貴族院から最高裁制度に改組されるまでの間，
税務に関する訴訟は，このような手順であった。また，裁判官は，高等法院
が １ 名，控訴審が ３ 名，貴族院が ５ 名である。税務訴訟以前の手続きとして
は，英国は賦課課税制度であったことから，いずれの者も査定の通知を受け
た21日以内に，不服申立てができる。その不服申立ては，当時のグレート・
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立した税法規定の文理解釈を重視し，行われた取引等の実質ではなく，形
式を重視する考え方が判例において確立したため，租税回避が税法の規定
に違反しない限り問題なしとする考え方が公理（doctrine）として一般化
したものと思われる。言い換えれば，実際に行われた私法上の取引等は，
課税関係において異なる結果をもたらすものであっても否認されないとい
うことである。
　このような租税回避の横行に対して従前の司法上の公理を覆した判決が，
ラムゼイ社事案貴族院判決である31）。そして，ラムゼイ社事案貴族院判決
による示された原則（いわゆる「ラムゼイ原則」）を巡ってその後の裁判にお
いて，この原則の射程距離を巡るいくつかの判断が示されたのである32）。
ブリテン島内では，特別委員会（special commissioners）に対して行うこ
とになり，不服申立ては裁定が出て終了するが，不服申立者或いは検査官が
その裁定に不服のあるときは，高等法院に21日以内に提訴することができ，
さらに，控訴院，そして貴族院にまで提訴できる。なお，この問題に関する
包括的な研究としては，福家俊朗「イギリス租税法研究序説―租税制定法主
義と租税回避をめぐる法的問題の観察（一）」『東京都立大学　法学会雑誌』
（第16巻第 １ 号　1975年 ８ 月）がある。
31）　W. T. Ramsay Ltd. V.  Inland Revenue Commissioners， Eilbeck
（Inspector of Taxes） v. Rawling，（1981） S. T. C.174. この判決は，ラムゼ
イ社とローリングの ２ つの事案に関する上告審である。ラムゼイ事案判決は，
前者の事案に関するものである。
32）　ラムゼイ原則の展開については，渡辺徹也，前掲論文及び渡辺徹也「英国
判例における実質課税原則の変遷（2）（税法学」504号　1992年12月）に詳
しい。
　　1981年のラムゼイ事案判決以降，この判決を肯定的に理解する判決と否定
的にとらえる判決が以下のように出されている。
　　①　IRC v Burmah Oil Co Ltd [1982] STC 30， 54 TC 200， HL.
　　② 　Furniss （Inspector of Taxes） v Dawson [1984] STC 153， [1984] AC 
474， [1984] 1 All ER. 
　　③ 　Craven （Inspector of Taxes） v White  [1988] 3 All ER 495， [1989] 
AC 398， [1988] 3 WLR 423， HL.
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　わが国の税法における租税回避否認規定である同族会社の行為計算否認
規定（所得税法157条，法人税法132条，132条の ２ ，132条の ３ ，相続税法64条，
地価税法32条）は，大正12年所得税法の改正により創設されたものであ
る33）。しかし，英国には，このような否認規定はなかったのである。この
ことから，司法分野における租税回避問題だけではなく，制定法の分野に
おいて租税回避防止について，どのような規定の整備が行われたのかを本
稿における検討対象とする。
　以上のことから，紙幅の関係もあって，本稿は，1980年代に判決のあっ
た租税回避事案と同時期における租税回避に係る制定法を検討する。
　　④ 　Shepherd （Inspector of Taxes） v Lyntress Ltd ; News International 
plc v Shepherd [1989] STC 617.
　　⑤ 　Ensign Tankers （Leasing） Ltd v Stokes （Inspector of Taxes） [1992] 
1 AC 655， [1992] 2 WLR 469， HL.
　　⑥ 　Moodie v IRC [1993] 2 All ER 49， [1993] 1 WLR 266， HL.
　　⑦ 　Fitzwilliam v Inland Revenue Commissioners and related appeals 
[1993]  3 All ER  184，  [1993] STC・502，[1993]  1 WLR  1189，  67 
TC 614.　
　　⑧ 　MacNiven （HM Inspector of Taxes） v Westmoreland Investments 
Ltd [2001] UKHL 6.
　　⑨ 　Barclays Mercantile Business Finance Ltd v Mawson （Inspector 
of Taxes） [2004] UKHL　51， [2005] 1 AC 684.
　　⑩ 　Astall and another v Revenue and Customs Commissioners [2009]
EWCA Civ 1010 : [2009] All ER （D） 100 （Oct）.
　　⑪ 　Tower MCashback LLP and another v Revenue and Customs 
Commissioners [2011] All ER （D） 90 （May）; [2011] UKSC 19.
　　⑫ 　Mayes v Revenue and Customs Commissioners [2011] All ER （D） 
116 （Apr）; [2011] EWCA Civ 407.
33）　清永敬次「税法における同族会社の行為計算の否認規定（1）―大正12年
所得税法及び大正15年所得税法」『法学論叢』第72巻第 １ 号　45頁。なお，
同族会社の行為計算否認規定の変遷については，拙稿「移転価格税制の国内
取引への適用可能性」『租税研究』143-156頁　2012年12月参照。
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⑵　ウエストミンスター事案貴族院判決
イ　本事案の概要34）
　最初に確認すべきは，当該訴訟の対象となった課税年度であるが，これ
らは，1929-1930年，1930-1931年，1931-1932年の ３ 年間である。
　この事案において問題となった累進付加税（super-tax）は，個人を対象
とする所得税の所定の金額を超える所得に課される付加税であり，1910年
財政法により創設された。
　この累進付加税は，1927年財政法第 ３ 款第38条により所得税と統合され
て，その名称も付加税（sur-tax）となり，1973年に廃止されるまで継続し
たのである。
　事案の対象年分当時の税率は，次のとおりである。
　①　1929-1930年 : 基本税率（20%），付加税（最高税率30%）
　②　1930-1931年 : 基本税率（22.5%），付加税（最高税率37.5%）
　③　1931-1932年 : 基本税率（27%），付加税（最高税率37.5%）
　また，この事案との直接関連のない事項と思われるが，同事案の対象年
分は，米国の大恐慌発生後の時期である。そして，同時期に，米国では，
租税回避に関して，事業目的の有無を判定要因として確立した判決として
有名なグレゴリー判決が1935年 １ 月 ７ 日に米国最高裁で出されている。
ロ　事実関係
　ウエストミンスター公爵が，家事使用人と支払う給与の一部を年金で支
払う雇用契約を取り交わした。その理由は，給与として支払うと所得税法
上控除できないが，年金で支払うと付加税の計算上控除できるからであっ
34）　この事案については，・福家俊朗　前掲論文，清永敬次「税法における実
質主義―英国判例の場合―」『法学論叢』第 ７ 巻第 ３ ・ ４ 号，渡辺徹也「英
国判例における実質課税原則の変遷」『税法学』503号，松田直樹『租税回避
行為の解明』ぎょうせい　2009年，118頁以降，等において検討されている。
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た。家事使用人にとっては，従前の給与と年金の差額は給与として支給さ
れたことから，受け取る金額は同じであった。
　被告である国側は，原告から使用人に対する支払いは役務提供の対価で
あり控除できない，と主張し，原告側は，否認されたすべての支払は，不
服申立てした年分について，付加税の計算上，原告の所得から控除される
べきであり，査定金額は過大である，と主張した。
ハ　本事案の争点
　雇用契約により原告により支払われた年金は，国側が主張するように，
この支払が控除できない役務提供の対価であるのか，付加税の計算上控除
可能な年金に該当するのかということである。
ニ　裁判の過程
　本事案の判決の過程は次のとおりである。
　①　高等法院（第一審）: 原告敗訴（国側勝訴）
　②　控訴裁判所（第二審）: 控訴人勝訴（国側敗訴）
　③　貴族院（第三審）: 上告人敗訴（国側敗訴）
　第一審は，裁判長 １ 名であるが，Finlay 判事は被告である国側の査定
を支持した。その理由は，形式より実質というものであった。
　第二審では，３ 名の判事，Hanworth 卿（控訴人支持），Slesser 判事 （ルー
ル19により控訴人支持），Romer 判事（控訴人支持）で国側敗訴となった。
　最高裁法廷は，５ 名の判事が審議し，裁判長の Tomlin 卿はじめ Russell 
卿，Macmillan 卿及び Wright 卿の各判事が被上告人を支持，Atkin 卿の
みが上告人を支持した。
　最高裁の判決における各判事の意見は，次のようなものであった。
　① 　 ５ 人のうち ３ 人は，書面は契約書ではなく，参加することへの表現
にすぎないとした。
　② 　 ５ 人のうち ４ 人は，契約であったとしても，将来の役務提供の対価
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は，その全額ではなく，書面による追加的な金額にすぎないとした。
　③ 　 ５ 人全員が，契約書及び書面は現在の役務提供を維持するものであ
るという結論である。
　④ 　 ５ 人全員が，法的状況を無視し，その実質を見るという公理を前提
とすることを拒否した。
ホ　適用条文
　この年金支払いが付加税において控除できるという根拠規定は，1918年
所得税法35）シェジュール一般ルール19の規定である36）。
ヘ　本事案判決
　本事案における家事使用人は，雇用契約前の給与と契約後の給与と年金
の額は同額であり，家事使用人にとっては損得が生じないものである。し
かし，彼らの雇用者であるウエストミンスター公は，支払う年金が付加税
の課税所得計算において控除できることから，公の弁護士がこの仕組みを
出したものと思われる。最高裁判決では，Tomlin 卿が実質の公理といわ
れるものは，納税義務のない者に対して税の納付を課すものと批判し，
Russell 卿は，税務訴訟では，司法が取引の実質に従って法令の解釈或い
はその趣旨を適用するとすれば課税関係が生じるという公理に対して同意
しないと述べている。
　なお，Tomlin 卿が判決文において述べた，すべての者は，関連する法
律により生じる租税額の額を軽減するために，課税に関連する事象を調整
35）　Income Tax Act，1918.
36）　家事使用人に対する給与が控除できないことについて，シェジュール E
に該当する賃金もしくは給与であれば，控除できないと説明されているが 
（清永  「税法における実質主義―英国判例の場合―」『法学論叢』第 ７ 巻第 ３・
４ 号　86頁，渡辺　前掲論文　 ９ 頁）と説明されているが，所得税法上，個
人的な使用料人として家事使用人に支払う給与を控除するということが認め
られないと解するのではないかと思われる。
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する権利があり，課税当局がこの納税義務者の創意ある行為に対して異議
を申し立てても，当該納税義務者は税の追徴を課されることはない。いわ
ゆる「実質（substance）」という公理は法律書に存在しない，と述べており，
この記述は頻繁に引用されるのである。
　以後，この判決により，いわゆる実質主義を排する判決が尊重されるこ
とになる。
⑶　ラムゼイ社事案貴族院判決
イ　本事案の概要
　当事案の判決は，前出のウエストミンスター事案貴族院判決（1935年）
から45年以上経過した後に出された租税回避に対してその関連する取引全
体を否認した判決であり，この判決で示された判断が後に「ラムゼイ原則」
といわれ，その後の判決に影響を及ぼすのであるがその後，厳格な法令解
釈準拠主義ともいえるウエストミンスター事案貴族院判決に近い考え方が
また復活するのである。
ロ　事実関係
　争点となったラムゼイ社の事業年度は1973年 ５ 月決算の事業年度である。
　同社は，1973年に農地を売却した譲渡益があり，この譲渡益と同社が設
立した新設投資会社の Caithmead 社（以下「C 社」という。）の譲渡損を相
殺することで租税を回避することを図ったのである。このラムゼイ社の
行ったスキームのポイントは，ラムゼイ社が金融機関から調達した資金を
C 社に債権を ２ 本に分けて貸し付け，契約により一方の金利を引き下げ（以
下「債権 A」という。），他方の金利を引き上げた（以下「債権 B という。」）。
債権 A はゼロ金利であり，債権 B は22% の金利であった。債権 B は，金
融機関に譲渡し，譲渡益を得た。そして，ラムゼイ社は，高値で譲渡でき
る債権を手放してしまって価値の下落した C 社株式を譲渡して譲渡損が
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生じた。このスキームのポイントは，債権 B の譲渡益は課税対象ではな
いという原告の主張である。
　ラムゼイ社の目的は，農地の譲渡益の租税を回避することであった。そ
の過程において，債権 B による譲渡益が生じた課税になるのであれば，
農地の譲渡益が既にあることから， ２ 本の譲渡益と １ 本の譲渡損というこ
とになり，租税回避の目的を達成することはできない。債権 B の譲渡益は，
1965年財政法のシェジュール ７ 第 ５ 条第 ３ 項（b）に「証券（security）」に
定義があり，同法シェジュール ７ 第11条第 １ 項には，前出の証券に係る債
権の譲渡益は課税であるが，それ以外の債権の譲渡益は課税にならない旨
の規定があり，原告側の主張によれば，本事案の債権の譲渡は，後者に該
当して課税なしとしたが，課税庁側は課税を主張した。
ハ　貴族院判決
　貴族院は，Wilberforce 卿，Fraser 卿，Russell 卿，Roskill 卿，Bridge
卿の ５ 名の判事により判決が出されたのである。判決日は，1981年 ３ 月12
日である。
　控訴審である控訴院（Court of Appeal）において，国側の主張が認めら
れたために，ラムゼイ社が上告したが，この請求は認められなかった。
　この判決において，後にラムゼイ原則と呼ばれる判断を示したのは
Wilberforce 卿である。この卿の判決内容は以下のとおりである。
　卿は，本事案における課税にならない債権の譲渡益と債権の譲渡損を作
り出したのは，既製の租税回避スキーム（ready-made scheme）と断じている。
　卿は，明確な法律上の規定に基づく課税は一般的な原則であるが，裁判
所はこれに制限を受けることはなく，適用される法令の内容及び構成全体
を考慮することができ，またそうすべきであろう，と述べている。
　そして，ウエストミンスター事案判決については，文書或いは取引が真
正である場合，裁判所は，その実質を想定して判断することはできないと
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説明し，これは基本的な原則であるとしているが，この原則は誇張或いは
拡大されるべきではないとも述べている。文書或いは取引が真正であれば
裁判所はこれを受け入れることになるが，文書或いは取引の真に有する内
容が見えず，その内容からかけ離れた状態にあるものについて判断を強制
されるものではないとしている。そして裁判所の役割は，課税関係を引き
起こす取引の法的な性格を確認することであり，一連の取引が操作するこ
とを意図したものであることが明らかな場合，それを複合的な取引とみな
すことになるとしている。
　また，卿は，租税回避のみを目的として，かつ，経済的商業的実体のな
い取引を否認した米国の判例37）を引用しているが，米国の判例を判断の
37）　Knetsch v. United States， 364 U.S. 361（1960）.
　　この事案は Knetsch 夫妻が1953年12月11日に，サム・ヒューストン保険
会社（以下「H 社」という。）より30年満期の貯蓄債券10枚を購入した。購
入価格は，総計 4,004,000ドルで，4,000ドルを現金で支払い，他はノンリコー
ス手形による借入金（4,000,000ドル）で支払っている。この手形に係る支払
利子は年利3.5% で，１ 年分の前払利子として 140,000ドルを現金で支払った。
同年12月16日に，夫妻は H 社より 99,000ドルの追加借入を行い，前払利子
として3,465ドルを支払った。したがって，1939年内国歳入法典の適用とな
る1953暦年において，夫妻は 143,465ドルの利子を支払った。夫妻は，契約
２ 年目において，4,099,000ドルの前払利子として1954年12月11日に 143,465
ドルを支払い，同年12月30日に，104,000ドルの借入を行い，3,640ドルの利
子を前払いした。1954暦年中の支払利子は，合計 147,105ドルであった。こ
の契約はその後も継続し，1956年末の解約時では，夫妻の債券価額
は 4,308,000ドル，債務は 4,307,000ドルとなり，夫妻は差額の1,000ドルを受
け取っている。
　　最高裁判決では，夫妻と H 社との取引が，1939年内国歳入法典23条（b）
及び1954年内国歳入法典163条（a）に規定している債務を創出しているのか
という点について判断を下している。
　　夫妻は，1953暦年において 143,465ドルと 4,000ドル，1954暦年において
147,105ドルの支払利子を夫妻の合同申告書における課税所得から控除し，
同債券による満期の年金を受け取ることはなく，債券価額と債務の差
額 1,000ドルを受け取っている。H 社は，夫妻に対する債務からの受取利
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参考にしているわけではない。
　そして，争点であった債権の譲渡益については，債務は証券による債務
と認定して課税としている。この結果，ラムゼイ社の行った一連の取引は
全体として課税上の損益が生じるという経済的効果をもたらすことなしと
判断されて，農地の譲渡益の課税がそのまま残った形となったのである。
ニ　小括
　この判決は，それまでの司法判断の基準であったウエストミンスター事
案貴族院判決とは異なる判断基準を示すと共に，当時横行していた租税回
避行為に対する衝撃を与えるものであった。そして，この後の租税回避に
係る判決において，この判決が影響を及ぼすと共に，判決の射程距離に関
する議論を呼ぶことになったのである。
　また，Wilberforce 卿はその判決文の中で，米国の租税回避に関する判
例を引用して38），米国では，租税回避のみを目的として，かつ，経済的・
商業的な実体を伴わないこと（本来の利益獲得等を目的とする企業活動に当た
らないもの）を意図した取引を裁判所が否認していることを取り上げ，立
法の裁量権を認める英国の司法と米国は異なるが，米国の判決は，司法が
子 294,570ドル，同夫妻への支払額 203,000ドルの差額である 91,570ドルを手
数料として受け取ったことになる。そして，この取引はみせかけ（sham）
であると判示している。
　　最高裁では，この取引が，損金の控除以外に夫妻にとって実現した実質は
何もない，という判断を示している。結果として，この事案では，課税上控
除可能な支払利子を創出して租税回避を図ったというのが裁判所の判断であ
る。
38）　 １ つは，前注37）に掲げた Knetsch v. United States， 364 U.S. 361（1960）
であり，他の １ つは，Gilbert v. Commissioner of Internal Revenue（1957） 
248 F.2d 399における Learned Hand 判事の判決文を引用している。この判
事は，グレゴリー事案の高裁判決（Helvering， Commissioner of Internal 
Revenue， V. Gregory， 69 F.2d 809， Circuit Court of Appeals， Second 
Circuit）を行ったことで有名である。
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その厳格さを超える信念をもたらしたと述べている。
　この判決では，ラムゼイ社が行った取引全体を実体のない租税回避のみ
を目的とする一連の取引として裁判官が取引全体を否認するのであれば，
債務は証券による債務かどうかを争う必要はなかったのである。
Wilberforce 卿の判決は，条文に明確に規定がない場合であっても法の趣
旨，取引全体等を勘案して判断するという姿勢から，当該事案におけるラ
ムゼイ社側の債権の譲渡益の非課税という申立てを退けたのである。
⑷　バーマ石油事案貴族院判決39）
イ　本事案の概要
　本事案の貴族院判決は，1981年12月 ３ 日である。裁判官は，Diplock 卿，
Fraser 卿，Scarman 卿，Roskill 卿，Brandon 卿である。本判決は，上
告した国側の訴えが認められた。なお，対象となる事業年度は，1972年12
月31日に終了する事業年度である。
　この判決は，ラムゼイ社事案貴族院判決に続いて同年の末に出された判
決であり，ラムゼイ社事案貴族院判決において確立した，いわゆるラムゼ
イ原則に依存した判決である。
ロ　事実関係
　バーマ石油会社（以下「B 社」という。）は，休眠会社の H 社，マンチェ
スター精油社（MORH），バーマ石油交易 Ltd（BOTL）というグループ法
人の親会社である。B 社は，H 社に 700,001ポンドを1969年 ３ 月 ６ 日以前
に貸し付け，1969年 ３ 月 ６ 日に BP（British Petroleum Company Limited）
株（額面金額 5,000万ポンド）を 380,625,000ポンドで H 社に売却した。H 社
からの譲渡代金は未払いである。この BP 株の譲渡益（330,625,000ポンド）は，
グループ内取引であることから課税にはならない。
39）　IRC v Burmah Oil Co Ltd [1982] STC 30， [1981] TR 535，54 TC 200.
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　1971年 ４ 月23日，H 社は BP 株（額面金額5,000万ポンド）を220,625,000ポ
ンドで B 社に売却した。このことにより H 社の B 社に対する未払金の残
高は，159,299,999ポンドとなった40）。
　1972年12月12日に，B 社は H 社株式70万株を取得。残りの １ 株は，
BOTL が取得した。また，同日，MORH から H 社に対して159,299,999ポ
ンドの融資が行われ，H 社は，同金額を B 社への未払金の返済に充てた。
　1972年12月18日に，H 社は １ 株 228ポンドとして，700,001株の増資をし
た。B 社は 700,000株相当の 159,600,000ポンドを出資し，BOTL は， １ 株
分の228ポンドを支払った。
　この事案における取引の全体像は，B 社⇒ MORH ⇒ H 社という貸付
金の流れに対して，B 社（出資）⇒ H 社（返済）⇒ MORH（返済）⇒ B 社
という資金の循環になる。
　H 社は，1972年12月21日に特別総会を招集し，清算することとなり同
年同月29日に残余財産 296,782.5ポンドが株主に分配された。H 社の発行
した新株式は，B 社出資時に 159,600,000ポンドであったものが，清算時
には，約30万ポンドになったため，この損失の控除を B 社側は請求した
ことになる。
　この事案における租税回避のポイントは，B 社が保有していた BP 株の
含み損（約1億6,000万ポンド）を H 社の株式の評価損に転化して B 社の法
人税法上どのように損金として控除するかという点であった。なお，
Diplock 卿はその判決文の中で，B 社は，BP 株を第三者に譲渡すれば損
失が確定したのである。
40）　B 社からの貸付金 700,001ポンド，H 社から B 社に対して BP 株の譲渡対
価として支払う金額 380,625,000ポンドで，この時点における H 社の未払金
は 380,625,000 - 700,001 = 379,924,999 である。そして，H 社から B 社に対す
る BP 株の譲渡代金 220,625,000を未払金から差し引くと残高は，159,299,999
ポンドとなる。
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ハ　Diplock 卿の判決文
　Diplock 卿は，上告した国側の請求を認め，ラムゼイ社事案貴族院判決
で明らかになった原則にこの事案が当てはまるとしている。そして，当該
取引が合法的に事業上の目的を達成しているか否かを問わないとする事前
に準備された一連の取引（pre-ordained series of transaction）において，特
定の段階がなければ課税となるために，租税回避のみを目的として商業上
の目的を持たないと特別な段階を挿入しているとしている。
　このことは，言い換えれば，① 事前に準備された一連の取引，② 租税
回避のみを目的として商業上の目的を持たないと特別な段階を挿入してい
ること，をラムゼイ社事案貴族院判決における原則という理解が示された
のである。
　ウエストミンスター事案当時と本判決時点では，租税回避の内容が，人
為的に設定した者間の内部取引，それを指揮する人の意図が働いていると
いうのが Diplock 卿の分析である。ラムゼイ社事案も本事案も，事前に準
備された一連の取引であり，専門家の助言に従っており，ウエストミンス
ター事案貴族院判決において，Tomlin 卿が判決文において示した見解に
従うことはできないとしている。
ニ　Fraser 卿の判決文
　バーマ石油側が，本事案とラムゼイ社事案の相違について第 １ の点とし
て，ラムゼイ社が既製の計画を提供されたのに対して，本事案では，特別
に計画された（specially tailor-made）一連の取引であったこと，第 ２ の点
として，ラムゼイ社の場合，金融機関からの借入金であったが，本事案で
は，自己資金であったことを相違点として述べている。Fraser 卿の判決
文によれば，この資金に関してラムゼイ社事案と本事案に相違のあること
は Fraser 卿も認めているが，重要なものではないとしている。
　Fraser 卿は，計画完了時点において，納税義務者に実際の損失が生じ
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ていない点では，ラムゼイ社事案と本事案は本質的に共通しているという
判断を示している。
ホ　小括
　本事案は，ラムゼイ社事案貴族院判決があった1981年 ３ 月12日から約 ９
か月後の1981年12月 ３ 日の判決である。本事案における租税回避に対する
裁判所の判断として， ９ か月前のラムゼイ社事案貴族院判決を基準とした
点に本判決の特徴がある。
⑸ ドーソン事案貴族院判決41）
イ　本事案の概要
　この事案は，ドーソン一家（以下「D」という。）が所有する ２ つの製造
会社株式（以下「A 株」とする。）を非関連者（以下「W 社」とする。）に譲渡
するに際して，その譲渡益の課税繰り延べと株式譲渡の際の印紙税の減額
を目的としたスキームであり，1984年 ２ 月 ９ 日の貴族院の判決で，国側勝
訴となったものである。
　裁判官は，Fraser 卿，Scarman 卿，Roskill 卿，Bridge 卿，Brightman
卿の ５ 名で，最初の ３ 名は，バーマ石油事案貴族院判決の裁判官である。
判決は，全員が，国側の請求を認める判決である。なお，課税年度は，
1971-1972年度である。
ロ　事実関係
　D は，W 社に A 株を直接譲渡すると，D にキャピタルゲイン税が発生
するために，マン島に投資会社（以下「G 社」という。）を設立し，次のよ
うな取引を行った。
　① 　1971年12月20日に，事前の計画通り，D は，A 株と G 社株式を交
41）　Furniss （Inspector of Taxes） v Dawson [1984] STC 153， [1984] AC 474， 
[1984] 1 All ER.
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換した。
　②　同日，G 社は W 社に A 株を譲渡した。
ハ　国側の主張
　この取引の実質は，A 株を W 社に譲渡したものであるから D には，キャ
ピタルゲイン税が課されたのである。
ニ　D 側の主張
　A 株と G 社株の交換は，1965年財政法シェジュール ７ 第 ６ 条の規定に
より，組織再編に基づく株式交換と課税にならない，と D は主張して特
別委員会に不服申立てをして，特別委員会はこの D の主張を認めたこと
から国側が訴えたものである。
ホ　一連の取引の効果
　この計画では，結果として，D は W 社に A 株を譲渡したことになるが，
A 株の譲渡対価を保有する G 社株を譲渡するまで A 株の譲渡益に対する
課税は繰り延べられたことになる。
へ　Brightman 卿の判決文
　Brightman 卿（以下「卿」という。）は，本事案の取引が租税回避計画（a tax 
avoidance scheme）ではなく，課税繰り延べ計画（a tax deferment scheme）
であるとして，これまでの租税回避と本事案取引が異なることを強調して
いる。このことは，本事案取引が，前出のバーマ石油事案のような循環取
引（circular transaction）或いは self-cancelling transactions42）ではないが，
卿は，ラムゼイ原則の適用の理論的な検討を行ったのである。
42）　この用語は，Diplock 卿が，バーマ石油事案判決において，当該取引が合
法的に事業上の目的を達成しているか否かを問わないとする事前に準備され
た一連の取引（pre-ordained series of transaction）において，特定の段階
がなければ課税となるために，租税回避のみを目的として商業上の目的を持
たないと特別な段階を挿入しているというもので，ラムゼイ原則に事前に準
備された一連の取引を制限したというのが，Brightman 卿の見解である。
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　ラムゼイ原則の理論的な根拠に関する卿の理解では，事前に計画された
節税計画において，次に掲げる ２ つについて，現実に差異がないことから
課税上の区別不要としている。
　①　拘束力に乏しい契約を調整した一連の取引
　② 　関係者が契約上順次行うことを拘束されていることから行われる一
連の取引
　本事案について，ラムゼイ原則が適用され，拘束力のある取引に代わっ
て事前に準備された一連の取引が私的取引であるという理由で課税を免れ
ることはできないという判断が示されている。結果として，D から W 社
への取引という国側の主張が認められたことになる。
ト　小括
　本判決は，ラムゼイ社事案貴族院判決において示された原則を新しい領
域に拡大して適用したものである。
⑹　ホワイト事案貴族院判決43）
イ　本事案の概要
　この事案は，課税年度1976-1977年，1977-1978年の事案であり，1988年
７ 月21日に貴族院判決が出されている。国側が上告したがその請求は棄却
され，納税者側の勝訴となっている。
　裁判官は，Keith 卿，Templeman 卿，Oliver 卿，Goff 卿，Jauncey 卿
の ５ 名であり，バーマ石油事案及びドーソン事案の貴族院判決の判事と重
複している者はいない。判決は，Keith 卿，Oliver 卿，Jauncey 卿の ３
名が納税者側の主張を認めたが，Templeman 卿及び，Goff 卿は少数意見
を述べている。
43）　Craven （Inspector of Taxes） v White  [1988] 3 All ER 495， [1989] AC 
398， [1988] 3 WLR 423， HL.
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　この判決の意義は，ラムゼイ社事案貴族院判決以降，同判決に対する理
解の相違があるものの，同判決に示された原則を支持して租税回避事案に
ついて，国側の主張を認めてきたが，本事案では，このラムゼイ原則の適
用が否定されたのである。
ロ　事実関係
　スーパーマーケットの Q 社（1946年設立）株式をホワイト一族（以下「W」
という。）が所有していたが，将来の事業拡大等に問題があるため，同社株
式の譲渡先を探していた。
　1976年 ６ 月にマン島に M 社が設立され，同年 ７ 月に M 社株と Q 社株
を交換し，M 社は，Q 社株を譲渡した。
ハ　Oliver 卿の判決文
　Oliver 卿（以下「卿」という。）の判決文では，ラムゼイ社事案貴族院判
決における Wilberforce 卿の判決文及びドーソン事案貴族院判決における
Brightman 卿の判決文が多く引用され，ドーソン事案貴族院判決におけ
る Brightman 卿の判決文に示された次の ４ つの要件について，卿の検討
が行われた。① 一連の取引が所定の成果を生み出すために事前に定めら
れたものであること，② 租税の回避のみが目的であること，③ 一連の取
引が定められた順序で行われることから中間にある取引も独立したものと
は期待されないこと，④ 一連の取引が実行されたこと，の ４ つの要件が
示されている。
　卿は，本事案が，ドーソン事案貴族院判決において示された特徴を欠い
ていると指摘している。すなわち，課税当局は，W が M 社を経由して Q
社株式を譲渡したことを一連の直線的な取引として再構成するという見解
であるが，W から M 社に Q 株が移転した中間的な移転の段階で，M 社
から同株式の最終的な譲渡先，譲渡の条件，最終的な譲渡が行われるか否
かを確実に断言できるかという意味で，本事案の取引は，準備された取引
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又は複合取引ではないというのが卿の判断である。
ニ　小括
　本事案の貴族院判決は，ラムゼイ社事案貴族院判決において示された，
① 事前に準備された一連の取引，② 租税回避のみを目的として商業上の
目的を持たないと特別な段階を挿入していること，という原則が44），拡大
したことに対する歯止めとなったのである45）。　
8　租税回避に関する制定法
　租税回避に関する税務論文としては，1955年に公表されたウィートクロ
フトの論文46）があるが，本稿において租税回避の判例を対象としたよう 
に，租税回避に関する制定法の整備は遅れていたといえる。
　制定法としては，1970年所得税・法人税法の第17款の見出しが「租税回
避」となっている。また，この条文は，1988年所得税・法人税法（以下「1988
年法」という。）47）の第17款に引き継がれている。
44）　ラムゼイ原則自体，ラムゼイ社貴族院判決において示された Wilberforce
卿の判決文に示された骨子をバーマ石油事案貴族院判決において，Diplock
卿がその判決文において明示し，さらに，ドーソン事案貴族院判決において
Brightman 卿が直線的な取引（linear transaction）にまで同原則を拡大し
たのである。
45）　ホワイト判決の内容を引き継いだのは，Shepherd （Inspector of Taxes） 
v Lyntress Ltd; News International plc v Shepherd [1989] STC 617. の判
決である。
46）　Wheatcroft， G. S. A.， “ The attitude of the legislature and the courts 
to tax avoidance”  The Modern Law Review， Vol. 18 No. 3，May 1955.
47）　Income and Corporation Taxes Act 1988 c.1.44）　ラムゼイ原則自体，ラ
ムゼイ社貴族院判決において示された Wilberforce 卿の判決文に示された骨
子をバーマ石油事案貴族院判決において，Diplock 卿がその判決文において
明示し，さらに，ドーソン事案貴族院判決において Brightman 卿が直線的
な取引（linear transaction）にまで同原則を拡大したのである。
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　1988年法第17款は，第 １ 章が「証券に係る所定の取引からの租税法の特
典の廃止」，第 ２ 章が「証券の譲渡」，第 ３ 章が「国外財産の譲渡」，第 ４
章が「タックスヘイブン税制」，第 ５ 章が「オフショアファンド」，第 ６ 章
が「その他」という構成である。
　この1980年代は，司法における租税回避との戦いとでもいえる時期であ
る。英国が包括的否認規定（The General Anti-Abuse Rule  : GAAR）の適用
を開始したのは，2013年 ７ 月17日である。この事項は，稿を改めて検討す
る。  （続く）
